
（４）都道府県における適応策の取組状況

都道府県で取り組まれている地球温暖化適応策として報告のあった事例
をピックアップして紹介する。

－１７－

① 事例

（果樹）渋柿から甘柿へ転換の検討（山形県）

庄内地域は渋柿の産地であるが、近年の温暖化の傾向を踏まえ、甘柿品種（早秋、甘秋、太秋な
ど）の適応性を検討中である。今後も、引き続き適応性を検討するとともに、栽培管理法について
も検討する。

※甘柿の栽培に適する自然条件に関する基準（果樹農業振興基本方針：
平成22年農林水産省）では、年平均気温13.0℃以上を適地としているが、
酒田市浜中の過去５年間の年平均気温は12.6℃である。

【連絡先】山形県庄内総合支庁産地研究室 TEL:0234-91-1250

温暖化、特に８月、９月の高温により白未熟粒の多発が問題となっている。このため、高温登熟
性に優れた品種の育成および普及を進めている。

県北地域を中心とした普通期栽培地帯における極良食味
品種として作付けられているキヌヒカリの後継品種として
位置付け、作付け誘導を行う。

【連絡先】埼玉県農業政策課 TEL:048-830-4035 平成24年産玄米品質（左：彩のきずな、右：コシヒカリ）

（水稲）高温耐性品種「彩のきずな」の育成・普及推進（埼玉県）

（果樹）着色が優れる早生品種「リンゴ長果２５」の導入（長野県）

長野盆地周辺の標高の低いりんご生産地では、近年「つがる」の着色が難しくなっている。長野
県果樹試験場育成の「リンゴ長果２５」は、着色が優れる早生種であり、「つがる」に替わる品種
として、これらの産地から大きな期待が寄せられている。

今後は、「つがる」に替えて改植や高接ぎ更新により、
「リンゴ長果２５」を導入する生産者が増加する見込みである。

【連絡先】長野県果樹試験場 TEL:026-246-2415



－１８－

（野菜）将来的な地球温暖化によるレタス抽だいリスクの予測（長野県）

茎長と定植以降の積算温度の関係を解明し、温暖化した場合に各作型における抽だい程度がどの
ように変化するかシミュレーションすることで、将来的な地球温暖化に備えるものである。

H24～H28にかけて複数品種の分析を行った結果、茎長と積算
気温の間に強い相関が認められ、各作型における抽だい予測式
を得ることができた。

H29年度は、得られた予測式の現地における適合性を調査する
予定である。

【連絡先】長野県野菜花き試験場 TEL:0263-52-1148

地球温暖化が進む中、三重県の温暖な気候を活かした亜熱
帯果樹の特産品化を目指して、アテモヤの栽培適応性につい
て検討した。その結果、優良品種を選定し、安定生産のため
の栽培技術を確立した。

現在、生産者に栽培技術を移転し、生産が始まっている。
施設栽培が必須であるが、冬季は凍らない程度の加温で栽培
可能であることから、県内ほぼ全域で8戸が生産に取り組ん
でいる。

【連絡先】三重県農業研究所・紀南果樹研究室 TEL:05979-2-0008

（果樹）亜熱帯果樹アテモヤの安定生産のための栽培技術の確立（三重県）

（果樹）極早生みかんからレモンへ転換（広島県）

温暖な瀬戸内沿岸島しょ部のかんきつ産地では、昼夜の温度差が小さく、しかも夜温が高い場合
に、果実の着色が進みにくくなり、収穫・出荷時期の遅延と販売時期のズレが生じて、収益性が低
下している。そこで、販売上、果実の着色が問題とならない県特産のレモンへ転換し、レモンの生
産量を大幅に拡大する取組を推進している。

レモンの栽培面積を100ha増加して、Ｈ32年に300ha，
生産量１万ｔの目標で進めている。

【連絡先】広島県農林水産局農業経営発展課果樹花きグループ
TEL:082-513-3591
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山形県地球温暖化対策実行計画（平成23～32年度）について、
気候変動の影響への適応の取組みの追加など、中間見直しを行い、
平成29年3月に【中間見直し版】として改訂した。

また今後10年の研究開発の方向性を示した「地球温暖化に対応
した農林水産研究開発ビジョン」については、平成27年6月に改訂
を行った。

【連絡先】山形県環境エネルギー部環境企画課 TEL：023-630-2336  
同 農林水産部 農業技術環境課 TEL：023-630-2440

（全般）山形県地球温暖化対策実行計画の中間見直し（山形県）

（飼料作物）温暖地の気候条件の変化と獣害軽減に対応した新たな飼料作物生産体系（群馬県）

温暖な中山間地域では、獣害などで飼料用トウモロコシの作付減少が課題となっている。そこで、
温暖な気候条件を活用して、獣害軽減が可能な新たな飼料作物作付け体系として、スーダン型ソル
ガム｢涼風｣の２回刈りとイタリアンライグラスによる年３回刈りの二毛作栽培体系を確立した。

今後は、獣害発生のある温暖な中山間地域の牛飼養農家を対象に、
成果の普及を図る。

なお、本技術は、関東版最新農業技術･品種2017でも紹介されている。
http://www.maff.go.jp/kanto/seisan/kankyo/gijyutu/attach/pdf/kanto200x-9.pdf

【連絡先】群馬県畜産試験場 TEL:027-288-2222

地元繊維メーカーと共同研究（H25～H27）を行い、ストレッチ
性のあるヒト用の冷感素材に加水装置をつけ気化熱により牛体を
冷やす家畜用衣料を開発した。形状は頸部から前駆を覆う形で、
牛体にフィットする衣料である。

H29年より、地元繊維メーカーから試験販売が行われている。

【連絡先】京都府農林水産技術センター 畜産センター
TEL:0773-47-0301

（畜産）ヒト用の冷感素材を応用した家畜用衣料の開発（京都府）

着部の体温が低下



② 適応策の普及状況

－２０－

各都道府県における高温対策を中心とした適応策の普及状況について、報告が
あった取組を紹介する。

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

水稲

水
管
理

出穂後２０
日間の高温
時かけ流し

白未熟粒の
発生抑制

福島県
（数値化
困難）

- - ○
適応策実施ほ場で
は高品質を確保で
きている。

・高温時は、水不
足をともなうことが
多く、十分な用水
の確保ができない。

引き続き、気象の
状況に応じた技術
対策の情報をリア
ルタイムに提供し
ていく。

水稲
水管理の徹
底

白未熟米・
胴割れ粒の
抑制

栃木県 80% 80% 80% ○
効果が認められて
おり、広く普及して
いる。

用水量が不足した
場合、実施が困難。

出穂期以降の気温
に対応した水管理
指導を今年度も実
施。

水稲 適期中干し
生育制御に
よる品質向
上

新潟県 40% 60% 70% ○
倒伏防止、籾数制
御により品質が向
上している。

移植後30日がめや
すであるが、初期
生育不良で適期に
できない。

研修会等を通じ引
き続き実施。

水稲

適正な水管
理による稲
体の活力維
持

白未熟粒、
胴割粒の発
生軽減

富山県 100%
70～
90％

- ○

登熟期間の葉色を
維持し、基白・背白
粒、胴割粒の発生
を軽減。

想定を上回る異常
高温の予測とその
対策技術。

継続

水稲

水管理の徹
底
（出穂後の
通水管理）

地温上昇抑
制による白
未熟粒の抑
制

石川県 - - - ○

刈り取り直前まで
の通水は、白未熟
粒ばかりではなく、
胴割粒の発生防止
にもつながる。

出穂後の通水管理
については概ね実
施されているが、
用水量の豊富な地
域に限られる。

用水量の豊富な地
域において、夜間
の通水管理を実施。

水稲
水管理の徹
底

白未熟粒・
胴割れ粒の
抑制

滋賀県 80% 80% 60% ○

肥培管理や水管理
の実施により、管
内の１等米比率は
28年産80.4％と県
平均（76.3％）より
やや高いレベルを
維持している。

重粘土壌でため池
灌漑での中山間地
帯では、適切な水
管理がしにくい状
況にある。

特別栽培米農家等、
管内の生産者を対
象にした研修会を
はじめ、有線放送
等を通じ、水管理
の徹底について、
引き続き、働きか
けを実施。

水稲
出穂前後の
常時湛水管
理

白未熟粒・
胴割れ粒の
抑制

滋賀県 80% 80% 80% ○
一定の効果はある
と思われる。

用水が不足する年
や粘質土壌地帯で
は十分に実施でき
ない場合がある。

カドミウム吸収抑
制にもつながるの
で、引き続き推進
する。

水稲
水管理の徹
底

白未熟粒・
胴割れ粒の
抑制

京都府 20% ○

適切な入・落水時
間の徹底により更
なる効果向上が見
込まれる。

夜間掛け流しが有
効であることは確
認済だが、必要な
時に通水できない。

技術情報の配布等
で、水管理の徹底
について、引き続
き、働きかけを実
施。

水稲
水管理の徹
底

白未熟粒・
胴割れ粒の
抑制

山口県 60% 60% 60% －

水稲生育期間中、
10日毎に配布する
栽培技術資料や、
各地区での栽培講
習会において、中
干しや間断潅水の
徹底を指導したが、
水不足で実施が難
しい場面もあった。

法人による大規模
栽培では、きめ細
かい水管理が難し
くなっている。

引き続き水管理に
ついての指導徹底
を図るほか、土づく
りについても再度
徹底を図る。

水稲
水管理の徹
底

白未熟粒・
充実不足・
胴割れ米の
抑制

愛媛県 33% 33% 33% ○

移植後の管理、中
干しや落水期の徹
底により、品質の
向上が図れた。

水利の地域間調整
が必要となるため、
地域内での取組検
討が必要。

地域ごとの栽培研
修会等を通じた取
組の推進。

水稲
水管理の徹
底

白未熟粒の
抑制

高知県 40% 40% 40% ○

軽視されやすいが、
白未熟粒の抑制効
果有り（特に登熟
期間の掛け流し）。

高齢化等によりき
め細かな水管理が
困難。

働きかけを継続。
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品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の

目的
都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

水稲

水
管
理

適切な水管
理

土壌還元に
よる生育障
害の抑制

熊本県 60% － ○

活着後は間断かん
がいを基本とした
水管理を行うことに
より、地温の上昇
に伴う急激な土壌
還元による生育障
害を抑制している。

排水性の悪い水田
や用排水が未分離
等の理由で間断か
んがいができない
水田では、適切な
水管理ができない。

暗渠の設置や用排
水分離等の基盤整
備を推進する。

水稲
水管理の徹
底

白未熟粒の
抑制
充実不足の
抑制

大分県 90% ○

今年は登熟期の日
照不足による未熟
粒の発生が目立っ
た。

地域によっては、
十分な水の確保が
困難な地域もある。

栽培暦や研修会等
を通じて推進。

水稲
水管理の徹
底

白未熟粒・
胴割れ粒の
抑制

宮崎県 50% ○

・適切な入・落水や
かけ流し、早期落
水防止により一定
の効果がある。
・本年は、水田内
の水温も高い状況
が見られ、かけ流
しが可能な地域に
おいても白未熟が
発生した。

・水の確保ができ
ない地域がある。
・高齢化により十分
な水管理が困難。

県内各地で実施し
ている研修会等を
通じ、水管理の徹
底について、引き
続き働きかけを実
施。

水稲

水
管
理
等

水管理の徹
底・適期刈
取の励行

胴割米の発
生抑制

青森県 90% 90% 90% ○

出穂後の積算気温
の情報を提供し、
適期刈取を呼びか
けた結果、一等米
比率が過去10年の
平均を上回った。

地域によっては、
番水制のため出穂
後に十分な水管理
を実施できないこと
がある。

今後も気象状況に
対応した水管理や
適期刈取指導を継
続する。

水稲

・田植え時期
の見直し
・追肥や水管
理等の肥培
管理の徹底
・土づくりの推
進

白未熟粒等
の発生抑制
による品質
の向上

秋田県 88% 85% - ○
適応策の効果が実
感され、概ね徹底
されている。

特になし

引き続き、技術情
報の提供と研修会
等により適応策を
徹底していく。

水稲
早期落水防
止、適期収
穫

胴割れ粒等
の発生抑制

福島県
（数値化
困難）

- - ○
適応策実施ほ場で
は高品質を確保で
きている。

・大規模経営により
収穫機械の大型化
が進んでいること
から、収穫作業の
作業性向上のため
落水を早める傾向
にある。
・ほ場条件によって
は、適切な水管理
ができない場合が
ある。

引き続き、気象の
状況に応じた技術
対策の情報をリア
ルタイムに提供し
ていく。

水稲

5月5日以降
の移植期、
間断かんが
い、土作り

白未熟粒の
発生抑制

茨城県 50% 50% 50% ○

各種適応策への理
解が深まり､平年
90％以上の1等比
率を維持している｡

大規模化、単価の
低下にともなう栽
培粗放化による、
きめ細かい管理の
不足。

各種適応策を高品
質米生産運動とし
て全県で推進。

水稲
水管理と穂
肥の適期・
適量の徹底

白未熟粒の
抑制

京都府 90% ○

葉色・出穂ステー
ジに基づく穂肥の
施用、適切な入・落
水時間の徹底によ
り、一定の効果が
見込まれる。

用水が不足する年
では十分に実施で
きない場合がある。

地域の生産者を対
象に実施している
研修会等を通じ、
水管理等の徹底に
ついて、引き続き
働きかけを実施。

水稲

適切な水管
理（強い中干し

をしない、収穫
前まで間断か
ん水を続ける）

適切な肥培
管理（肥料切

れを防ぐ）

白未熟粒の
抑制

大阪府 60% ○

・適切な水管理・肥
培管理により、一
定の効果がある。

農家の高齢化・兼
業化に伴う管理の
不徹底。

ＪＡと連携して引き
続き適切な水管
理・肥培管理理を
指導する。
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品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

水稲

水
管
理
等

土づくり、水
管理の徹底

粒の肥大促
進、白未熟
粒の抑制

島根県 50% 50% 50% ○

各種栽培指導会、
栽培管理情報等に
より情報発信と周
知を図っているが、
地域的には生産技
術対策での被害回
避にも限界がある
ことから、品種転換
と併せて取組推進
を図っている。

元肥一発肥料が
普及し、肥切れに
よる品質低下が見
られるが、高齢化
や労力不足等によ
り、追肥対応に限
界がある。

地域のお手本と
なる先導的農家と
して、島根のつや
姫マイスター制度
を設け、ここを拠点
に研修会等を通じ
て普及を図る。

水稲（ヒ
ノヒカ
リ）

・遅植
・肥切れ防
止
・適正な水
管理

・登熟期の
高温遭遇回
避
・登熟向上
による白未
熟粒抑制
・根の活力
維持

岡山県

地域の
実情に
応じた各
適応策
の実施

地域の
実情に
応じた各
適応策
の実施

地域の
実情に
応じた各
適応策
の実施

○

・遅植により出穂期
が遅れ一定の効果
がある。
・追肥による登熟
向上効果がある。
・早期落水防止に
よる品質低下が回
避できる。

・水利慣行が変わ
らないと早植え地
帯での導入が難し
い。
・品質向上につい
ては効果にばらつ
きがある。
・既存品種と収穫
期が競合する。

・高温障害を軽減
する栽培管理（遅
植、肥切れ防止、
適正な水管理）を
引き続き推進する。

水稲
水管理，肥
培管理の徹
底

白未熟粒・
胴割れ粒・
不稔の抑制

広島県 全県 全県 全県 ○

夏季の高温により
早生品種を中心に
白未熟粒等の発生
がみられる状況で
あるが，一定の効
果はあった。

肥培管理だけで
の対応には限界が
あることから，耐暑
性品種の導入拡大
を含めた総合的な
対応が必要である。

生産者対象の研
修会等を通じて，
引き続き働きかけ
を実施する。

水稲

品種に応じ
た移植時期、
適切な水管
理、適正な
肥培管理

白未熟粒・
胴割れ粒の
抑制

佐賀県 60% 60% 60% ○

高温登熟に起因し
た白未熟粒の発生
が軽減し、一定の
品質が確保される
とともに、早期落水
防止による胴割れ
粒の発生抑制に寄
与。

地域によっては、
水の確保や高齢化
や兼業化に伴う肥
培管理の不徹底や、
品種に応じた移植
時期の不徹底がみ
られる。

県内各地で生産者
を対象に実施して
いる研修会等を通
じて、引き続き、基
本技術の励行に努
めるよう働きかけを
実施。

水稲

移
植
時
期
の
変
更

晩期栽培の
推進

白未熟粒の
抑制

宮城県 26% - - ○

28年産米の発生割
合は1.6％（12月末
現在）で平年
（3.3％）より低下し、
一定の効果が認め
られる。

農業者・法人の経
営規模拡大に伴い、
早期に田植え作業
を行う傾向が高
まっている。

米づくり推進基本
方針に技術導入の
推進を掲げ、県全
域で推進する。

水稲
移植時期の
変更

高温障害対
策（白未熟
粒の抑制）

埼玉県 60% 60% 60% ○

白未熟粒の抑制に
より、農産物検査
における規格外米
の発生がごくわず
かであった。

移植時期は地域
毎・品種毎に定着
しており、移植時期
の変更には、用水
の利用など地域ぐ
るみでの検討が必
要である。

移植時期の移動は
白未熟粒の抑制に
効果が見られたの
で、高温障害対策
として継続する。

水稲
田植時期の
繰り下げ

白未熟粒の
発生軽減

富山県 70% 70% 70% ○

出穂時期を遅らせ
ることにより、高温
登熟を回避し、整
粒歩合が向上。

近年、8月中旬～9
月上旬まで異常高
温となり、田植えの
繰り下げ効果が十
分でない年次があ
る。

今後もコシヒカリは、
5月15日を中心とし
た田植えを推進す
る。

水稲（コ
シヒカ
リ）

移植時期の
繰り下げ

籾数制御と
高温登熟回
避による白
未熟粒・胴
割粒の抑制

福井県 98% 98% 98% ◎

過剰生育と籾数過
多が抑制され、乳
白米、胴割米発生
を抑制し、品質の
向上に高い効果を
得ている。

生産者に対し、移
植時期繰り下げ効
果を周知すること
で、取組の継続を
図る。

今後も全県的に推
進し取組を継続。



－２３－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

水稲
（早生種）

移
植
時
期
の
変
更

移植時期の
繰り下げ

白未熟粒・
胴割れ粒の
発生抑制

岐阜県 20% 20% - －

早生（コシヒカリ、
あきたこまち、ひと
めぼれ）は出穂期
が8月上旬となり効
果なし。

・産地によっては収
穫期の作業や気象
条件により作期の
後退にも限度があ
る。
・地域での品種構
成や販売戦略によ
る栽培品種が限定
される。

県内各地の可能な
地域から、既に関
係機関による指導、
普及に移されてい
る。

水稲
疎植・遅植
の推進

白未熟粒・
胴割れ粒の
抑制

京都府 25% 25% - ○
高温登熟回避に一
定の効果。

作業分散のため、
早期の移植も必要。

今後も引き続き推
進。

水稲
移植時期の
繰り下げ

白未熟粒の
抑制・充実
の向上

福岡県 60% 90% 90% ○

移植時期を遅らせ
ることで、高温時の
登熟を軽減できる
が、近年の極端な
高温化において、
移植時期の繰り下
げだけでは効果に
限界がある。

地域によっては水
の確保が難しいた
め、移植時期の繰
り下げができない
ところがある。

今後も引き続き、
啓発を行う。

水稲
移植時期の
繰り下げ

白未熟粒の
抑制

大分県 60% 60% 60% ○

今年は登熟期の日
照不足による未熟
粒の発生が目立っ
た。

水の確保や、作業
分散の観点から課
題あり。

栽培暦や研修会等
を通じて推進。

水稲

移植時期の
繰り下げ(普
通期水稲）

白未熟粒の
抑制

宮崎県 15% ○

・登熟期の高温を
避けることで一定
の効果はある。
・本年は、出穂が
平年より早く、8月
の気温が高かった
ことから出穂期を
繰り下げても白未
熟が多発した。

・育苗センターの対
応や水の確保が課
題。
・生育不足により収
量が低下すること
があり、取組が減
少している地域が
ある。

基本技術として、
引き続き働きかけ
を実施。

水稲

品
種
の
変
更

高温耐性品
種「彩のき
ずな」の普
及

高温障害対
策（白未熟
粒の抑制）

埼玉県 10% ○

農産物検査におい
て「彩のきずな」一
等比率88.4％と品
質向上に貢献した。

中晩生～晩生の高
温耐性品種の普及
が望まれる。

高温耐性弱～中の
品種に替え作付誘
導を実施。

水稲
早生品種か
ら中生品種
への変更

玄米品質向
上

和歌山県 10% 8% 6% ○

早生品種「キヌヒカ
リ」等の出穂は８月
上旬であるが、中
生品種「きぬむす
め」の出穂は８月
中旬以降である。
このことから高温
期の登熟が回避で
きた。

水田裏作でキャベ
ツ、ハクサイ等を栽
培する作型では適
用が困難である。

早生熟期の高温耐
性品種の選定と普
及。

水稲

「ヒノヒカリ」
から「恋の
予感」への
品種転換

高温登熟耐
性品種への
転換

広島県 20% 20% － －

H２８年は夏季に降
雨がなく，干ばつに
よる生育不良のた
め，一部で「恋の予
感」の特性が充分
に発揮されなかっ
た。

本品種に適した栽
培技術を普及する
とともに，品質およ
び食味特性を周知
する必要がある。

継続する。

水稲

高温登熟性
品種の導入
及び適正な
栽培管理の
徹底

高品質、良
食味米生産

香川県 10% 10% 5% ○

中生品種「おいで
まい」の導入にあ
わせ、適正な栽培
管理の徹底を図っ
ており、Ｈ２８年産
は１等米比率約７
０％程度の見込み。

良質良食味米生
産のきめ細かい指
導を行いながら、
普及拡大を進めて
いく必要がある。

熟期の異なる高温
登熟性品種の導入
について検討する。



－２４－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

水稲 品
種
の
変
更

高温耐性品
種の導入

白未熟粒・
充実不足・
胴割れ米の
抑制

愛媛県 11% 13% 5% ◎

「にこまる」をH25年
に県奨励品種に採
用し、「ヒノヒカリ」
の品質低下が著し
い平坦地に1,500ha
の導入が図られた。

標高の高い地域や
低温年等では「ヒノ
ヒカリ」より更に成
熟が遅れることか
ら栽培地域の選定
に留意が必要。

品種特性を活かす
ため、地域条件に
応じた栽培技術の
確立や導入地域を
検討。

高温耐性品
種の導入

検査等級の
向上

福岡県 20% 20% 14% ◎
1等米比率80％以
上と効果は極めて
高い。

既存品種との住み
分け。

さらに面積を拡大
する。水稲

水稲

施
肥
管
理

葉色診断に
よる適正な
追肥の実施

高温障害対
策（白未熟
粒の抑制）

埼玉県 60% 60% 60% ○

白未熟粒の抑制に
より、農産物検査
における規格外米
の発生がごくわず
かであった。

特に大規模経営に
おいて追肥のため
の労働力・機械装
備が不足している。

稲体窒素を維持す
ることで、高温障害
に対し高い効果が
見られたので、引
き続き指導を継続
する。

水稲 出穂前追肥

高温登熟下
での基部未
熟粒発生防
止

新潟県 5% 5% - ○
登熟期の栄養維持
による品質向上効
果がある。

散布労力がかかる
ため、省力的追肥
方法が必要。

研修会等を通じ引
き続き実施。

水稲

肥培管理の
徹底
（新基肥一
発肥料及び
上乗せ施肥
の普及）

登熟期後半
の栄養凋落
抑制による
白未熟粒の
抑制

石川県 35% 35% 35% ○

基白粒、背白粒の
発生防止に効果あ
り。

H28年産１等米比
率
８９．１％

過剰生育のイネに
対してはタンパク
上昇の危険がある
ので、適正な生育
に誘導する必要が
ある。

低地力地帯におい
て、生育診断（主に
葉色）に基づき出
穂７日～１０日前で
の穂肥の増量及び
基肥一発肥料への
上乗せ施肥の実施。

水稲
(早生品
種)

穂肥の確実
な施用

充実度の向
上

鳥取県
50％
程度

30％
程度

30％
程度

○

高温下での施肥作
業は農業者への負
担が大きく、実施で
きる人が限られて
いる。

生産者の高齢化と
穂肥施用作業を猛
暑の中で作業しな
ければならないこと
から、実施率は上
がらない。
玄米タンパク含量
が上昇する傾向が
否めず食味向上の
観点から敢えて実
施しない農業者も
ある。

穂肥だけでなく、給
水期間を伸ばし稲
体活力維持するこ
とも対応技術として
普及に努める。
穂肥と同等の効果
をもたらす緩効性
肥料の利用も検討
を進める。

水稲
肥培管理の
徹底

白未熟粒の
抑制

高知県 40% 40% 40% ○

登熟期間の窒素栄
養状態を改善する
ことにより、基部未
熟粒を抑制する効
果有り。

タンパク質含有率
も高まるため、食
味とのバランスの
検討が必要。

白未熟粒の抑制効
果が高く、食味へ
の影響が小さい長
期溶出型の緩効性
肥料の選定と普及。

水稲
肥培管理の
徹底

白未熟粒の
抑制
充実不足の
抑制

大分県 90% 90% 90% ○

今年は登熟期の日
照不足による未熟
粒の発生が目立っ
た。

高齢化等に伴う省
力化傾向（一発肥
料の増加等）により、
生育に応じた施肥
管理が行いにくい。

栽培暦や研修会等
を通じて推進。

水稲

適
期
移
植
・適
期
収
穫

適期収穫

高温登熟下
での基部未
熟粒、胴割
れ粒の発生
防止

新潟県 70% 80% 80% ○
適期刈取により品
質低下を防止でき
る。

大規模農家での作
期分散が必要。

研修会等を通じ引
き続き実施。

水稲
(早生品
種)

適期収穫

着色粒、胴
割粒の抑制、
玄米光沢の
確保

鳥取県
60％
程度

25％
程度

25％
程度

◎

効果が高いことを
農業者、ＪＡとも認
識しており、ＪＡ乾
燥施設の稼働を早
める等対応してい
る。

乾燥費用が高くな
るため敬遠する農
家が見られる。
予想を上回る高温
時には収穫適期予
測と水稲生育との
ずれが大きくなる
傾向がある。

従来の積算気温の
予測に有効積算気
温の予測を加えて
予測精度の向上に
努める。
１km四方単位での
きめ細かな情報発
信を行っている。



－２５－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

水稲
（酒造
好適米）

適
期
移
植
・適
期
収
穫

田植え時期
の徹底

玄米品質維
持

広島県 100% 100% 100% －

・酒造好適米の栽
培地帯は標高300
ｍ前後であるため，
実質的な高温被害
は表面化していな
い。
・予防策として品種
ごとに田植え開始
時期を決めそれ以
降の田植を実施し
ている。

特になし。 継続する。

水稲 適期移植

白未熟粒・
充実不足・
胴割れ米の
抑制

愛媛県 20% 27% 27% ○

移植期を遅らせる
ことで、高温の影
響を回避し、収量・
品質の向上が図れ
た。

水利の地域間調整
が必要となるため、
地域内での取組検
討が必要。

地域ごとの栽培研
修会等を通じた取
組の推進。

水稲
極端な早植
えの回避

白未熟粒の
発生抑制

熊本県 90% － － ○

出穂後20日間の平
均気温が27℃を超
えないよう極端な
早植を避けるよう
にした結果、白未
熟粒による品質低
下の防止に一定の
効果があった。

出穂後の平均気温
が平年を大きく上
回るような年にお
いては、適期に移
植しても白未熟粒
の発生が避けられ
ない。

出穂後の稲体を健
全に保つための肥
培管理や水管理に
ついての検討を行
う。

水稲
適期植付の
徹底

登熟期の高
温遭遇回避

鹿児島県 60% 60% － ○

早植えをしないこと
（適期植付）により，
登熟期に極度の高
温に遭遇する可能
性が低下するなど
の一定の効果がみ
られる。

大型農家は移植期
間が長期間にわた
るため，適期植付
が難しい。

栽培暦や研修会等
を通じて、引き続き
適期植付の徹底に
ついて、働きかけ
を実施。

水稲
（晩生種）

土
作
り

堆肥、土づく
り資材等の
投入

充実不足
粒・胴割粒
の発生軽減

岐阜県 5% 5% - －
土づくり資材、登熟
向上薬剤による明
確な効果は未確認。

・堆肥等の安定供
給、投入機械の整
備等に加え、コスト
等に関する評価が
必要である。
・麦、大豆とのブ
ロックローテにおけ
る土づくりへの認
識（役割分担）を整
理する必要がある。

・堆肥等の地域内
循環を含めて継続
的な地力増進につ
いて検討を加えて
いきたい。

水稲
土づくりの
徹底

白未熟粒の
抑制

高知県 10% 10% 10% ○
深耕による作土層
の確保は白未熟粒
の抑制効果有り。

高齢化等により深
耕作業等の実施が
困難。

働きかけを継続。

水稲
土づくりの
徹底

白未熟粒の
抑制
充実不足の
抑制

大分県 30% ○

今年は登熟期の日
照不足による未熟
粒の発生が目立っ
た。

高齢化・労働力不
足等により、土作り
に十分な時間と労
力がかけられない。

栽培暦や研修会等
を通じて推進。
土壌分析の推進。

水稲
カメムシ防除の
徹底

着色粒の発
生抑制

青森県 90% 90% 90% ○

畦畔の草刈りや薬
剤散布の徹底を呼
びかけた結果、目
立った被害は報告
されておらず、一定
の効果があった。

・カメムシの発生な
どを活用しながら、
地域で一斉に草刈
や防除を行う必要
がある。
・農業者以外の道
路管理者や鉄道会
社の協力が不可欠。

品質向上連絡会議
を毎年開催し、農
業者だけではなく、
鉄道会社及び道路
管理会社へ草刈り
等の協力依頼を継
続する。

麦類
（小麦）

品種の切り替え
凍霜害の軽
減

岐阜県 100% 5% － ◎

近年の暖冬傾向下
では秋播性Ⅳの
「さとのそら」の効
果は高い。

やや低タンパクで
あるため、栽培技
術（施肥体系）と
セットでの普及を図
る。

・H29年産より「農
林61号」から全面
切り替えを実施し
た。
・今後もさらなる高
品位安定多収の栽
培技術の検討を行
う。



－２６－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

麦類

播
種
期
の
変
更

は種時期を
遅らせる

凍害回避 京都府 75% ○

冬期温暖時に生育
が進みすぎるのを
抑制することで、凍
害の回避が見込ま
れる。

11月のは種時期を
遅らせると降雨に
より土壌条件が悪
くなり、は種作業に
支障をきたす場合
がある。

効果と経済性の検
証するため、継続
調査を行い、普及
技術として検討。

麦類
播種適期の
拡大

播種適期の
多雨による
出芽・初期
生育不良の
抑制

愛媛県 20% 16% 16% ○

播種時期拡大の実
証を実施。H25年
10月に「ハルヒメボ
シ」を県奨励品種
に採用。各産地で
播種期の拡大に取
り組んだ。

地域に応じた適期
播種においても安
定した収量品質確
保技術の確立。

産地の作付計画に
基づいた種子の生
産及び導入推進地
域の検討。

麦類 適正施肥
過繁茂抑制
等品質向上

愛媛県 5% 5% 5% ○

肥効調節型窒素肥
料を用いた全量基
肥施用技術、ある
いは土入れ期の追
肥施用量の適正化
に取り組んだ。

地域に応じた適正
施肥基準の確立。

地域ごとの栽培研
修会等を通じた取
組の推進。

麦類 適期防除

病害虫の被
害軽減
莢先熟の抑
制

愛媛県 5% 5% 5% ○

栽培講習会等によ
り、基本技術の見
直しを行い、適正
防除の励行により、
被害の軽減に努め
た。

新品種、新技術導
入による生産意欲
の向上。

栽培研修会等によ
る子実肥大期の高
温・多雨条件にお
ける病害防除の徹
底。

麦類 排水対策の徹底
降雨に伴う
湿害の抑制

熊本県 20% ○

暗渠の設置や作溝
により排水対策を
徹底することにより、
降雨による湿害を
抑制している。

高齢化や営農意欲
の減退により、費
用や手間のかかる
排水対策に取り組
む農業者が少ない。

地域営農組織等の
作業受託により排
水対策を推進する。

豆類
（大豆）

水
管
理

梅雨明け後
の暗渠閉栓

落花・落莢
の防止

新潟県 50% 50% － ○
高温時の落花・落
莢防止に効果があ
る。

暗渠未施工のほ場
で実施できない。

研修会等を通じ引
き続き働き掛けを
実施。

豆類
（大豆）

畝間潅水
落花・落莢
の防止

新潟県 5% 5% 5% ○
高温時の落花・落
莢防止に効果があ
る。

・水稲との水の競
合が問題。
・暗渠未施工のほ
場で実施できない。

研修会等を通じ高
温時の対応につい
て引き続き働きか
けを実施。

豆類
（大豆）

畦間かん水

莢数確保、
青立ち防止、
根粒の活力
維持、不定
形裂皮発生
防止

富山県 不明 － － ○

実証ほの結果では、
収量（稔実莢数や
百粒重の増加）お
よび品質（しわ粒の
減少）の向上に寄
与。

地域によっては水
の確保が困難。

干ばつ回避のため
の畦間かん水を継
続して推進。

豆類
開花期干ば
つ時の畝間
潅水

花落ち・落
莢の抑制

京都府 60% ○

潅水による地温低
下と花粉や胚珠の
正常な分化・生長
に必要な水分を行
き渡らせることで着
夾が安定する。

水利条件により必
要な時に畝間潅水
できない場合があ
る。

研修会等を通じて
水管理の徹底につ
いて、引き続き働き
かけを実施。

豆類
（大豆）

畝間灌水
落花・落莢
の防止

山口県 50% ○
干ばつ時の落花・
落莢防止に効果

水稲との水の競合
もあり、地域によっ
ては水の確保が困
難である。

講習会等を通じた
対策の徹底を図る。

豆類
開花期かん
水の徹底

着莢不良や
莢先熟の抑
制

愛媛県 5% 5% 5% ○

開花後のかん水の
徹底（用水確保等）
により、品質の向
上が図れた。

水利の地域間調整
が必要となるため、
地域内での取組検
討が必要

地域ごとの栽培研
修会等を通じた取
組の推進

豆類
（大豆）

うね間かん
水

干ばつ回避
による収量
向上

福岡県 2% 2% 2% ○
収量向上効果が高
い。

水の確保が難しい
地域が多い。

今後も引き続き、
啓発を行う.。



－２７－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

豆類 適期防除
病害虫の被
害軽減

愛媛県 29% 29% 29% ○

栽培講習会等によ
り、基本技術の見
直しを行い、適正
防除の励行により、
被害の軽減に努め
た。

新品種、新技術導
入による生産意欲
の向上。

栽培研修会等によ
る子実肥大期の高
温・多雨条件にお
ける病害防除の徹
底。

ぶどう
（ピオー
ネ）

環
状
剥
皮

環状剝皮 着色促進 兵庫県 50% ○
効果的手法として
普及している。

特に無し
引き続き普及を図
る。

ぶどう
環状剥皮処
理の導入

着色向上 広島県

大粒
系品
種の
60%

大粒
系品
種の
60%

60% ○

光合成産物の地下
部への転流を一定
期間抑制すること
で，果実の着色向
上に寄与。

・園地条件（山際の
園地等）によっては，
クビアカスカシバの
被害を受け易い。
・着果過多の場合，
効果が小さく樹勢
が弱る。

クビアカスカシバ対
策の実施と着果負
担の軽減を徹底す
るように働きかけを
実施する。

ぶどう
環状剥皮の
導入

着色向上、
品質向上

大分県 25% ○
果実の着色向上に
寄与。

・コストや労力もか
からないため、比
較的導入しやすい
技術としてとらえて
いる。
・品種によって効果
に差がある。

普及可能な技術と
して推進。

ぶどう
果房への傘かけ
の推進

日焼け防止 茨城県 5% 5% － ○
果房の高温と強日
射を抑制。

－

県内での研修会な
どにおいて，日焼
けしやすい品種へ
の傘かけを指導し
ている。

ぶどう

「安芸クイーン」
などから「シャイ
ンマスカット」へ
の品種転換

品質向上 広島県 全県 ○
着色を気にする必
要がないので，栽
培しやすい。

特になし。 継続する。

ぶどう
簡易保温施設作
型の導入

着色向上 広島県 3% 3% － ○

作型前進により，
着色期の高温遭遇
を避けることで，着
色向上に寄与。

・高温障害
・導入コスト，換気
労力
・園地条件（積雪地
域は不可）

地域を限定して取
り組みを進める。

りんご

・７月～８月の支
柱入れや徒長枝
剪去の差し控え
・着色期の早期
摘葉の抑止

日焼け防止
対策

青森県 100% 100% 100% ○

果実表面の温度の
上昇を抑えることで
日焼けの発生抑制
に寄与。

全ての日焼けを防
止できるとは限らな
い。

防止効果が高い資
材等が開発され次
第、普及を図る。

果樹（リ
ンゴ等）

かん水、マルチ
等の管理技術の
徹底、適期収穫

着色不良、
日焼け果の
発生抑制

福島県 80% 80% 80% ○
基本的な技術の励
行が一定の成果を
上げている。

かん水、マルチ等
は労力を要するた
め果樹農家の高齢
化が技術の制限要
因となり得る。

引き続き、気象の
状況に応じて、高
温対策等の技術情
報をリアルタイムに
提供していく。

果樹（リ
ンゴ）

着色優良系統の
導入

着色遅延お
よび着色不
良の発生抑
制

福島県 50% 50% 50% ◎
普通系に比較する
と着色は向上して
いる。

多数ある着色優良
系統の選択。

推奨系統等の選択
と情報提供。

りんご
寒冷紗等の被覆
資材設置

日焼け果軽
減

長野県 5% 5% 0.2% ○
強日射をさえぎるこ
とにより日焼け果
を軽減。

資材の選定、被覆
期間、被覆方法を
継続検討中。

課題となる地域で、
生産者団体の判断
で導入。

うんしゅう
みかん

マ
ル
チ
栽
培

マルチ栽培
の導入

着色向上、
品質向上

千葉県 5% ○
地温上昇を抑え、
果実の着色向上に
寄与。

・導入コストと労力
（特に傾斜地）を要
するため、効果があ
るからといって即導
入には繋がらない。
・園地条件（平地や
山間部等）に応じて
個別に被覆時間を
判断する必要。

効果と経済性の検
証するため、継続
調査を行い、普及
技術として検討。



－２８－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

うんしゅう
みかん

マ
ル
チ
栽
培

マルチ栽培
の導入

着色向上、
品質向上

静岡県 5% ○
果実の着色向上、
品質向上。

被覆労力の負担、
コスト。

平坦地、基盤整備
地を中心に普及推
進。

うんしゅう
みかん

マルチ栽培
の導入

着色向上、
品質向上

和歌山県 5% 5% － ○
地温上昇を抑え、
果実の着色向上に
寄与。

・導入コストと労力
（特に傾斜地）を要
するため、効果があ
るからといって即導
入には繋がらない。
・園地条件（平坦地
や山間部等）、かん
水設備の有無に応
じて、個別に被覆方
法や時期を判断す
る必要。

主に平坦地や緩傾
斜地での被覆につ
いて、引き続き推
進。

うんしゅう
みかん

光反射マル
チ栽培の導
入

着色向上，
品質向上

広島県 3% 3% － ○
地温上昇を抑え，
果実の着色向上に
寄与。

・導入コストと労力
（特に傾斜地）を要
するため，効果があ
るからといって即導
入には繋がらない。
・園地条件（平地や
山間部等）に応じて
個別に被覆時間を
判断する必要。

今後，ますます必
要になる技術とし
て，経年の効果を
広報するなど検討。

うんしゅう
みかん

マルチ栽培
着色向上、
品質向上

愛媛県 5% 4% 5% ○
地温上昇を抑え、
糖度向上、着色向
上に寄与。

樹勢低下、酸高が
問題。高齢化によ
る被覆作業の負担。

担い手、中核農家
に対して、マルドリ
方式の推進。

うんしゅう
みかん

マルチ栽培
の導入

着色向上、
品質向上

高知県 5% 5% 5% ○
地温上昇を抑え、
果実の着色向上に
寄与。

・導入コストと労力
（特に傾斜地）を要
するため、効果があ
るからといって即導
入には繋がらない。
・園地条件（平地や
山間部等）に応じて
個別に被覆時間を
判断する必要。

効果と経済性の検
証するため、継続
調査を行い、普及
技術として検討。

うんしゅう
みかん

マルチ栽培
の導入

品質および
着色の向上

長崎県 54% 49% － ◎
地温上昇を抑え、
果実品質および着
色向上に寄与。

・被覆資材コストと
被覆作業にかかる
労力負担が大きい
ため、導入に慎重
な産地もある。
・傾斜地や土層が
浅い園地では土壌
水分の過乾燥で樹
勢低下を引き起こ
すことがある。

高品質果実生産と
浮皮軽減対策とし
て必要な技術であ
り、今後も普及推
進を図る。

うんしゅう
みかん

マルチ巻上
げ装置の導
入

マルチ開閉
作業の省力
化による土
壌水分のコ
ントロール

長崎県 5% 5% 4% ◎

・適度な土壌水分
の保持。
・適度な水分ストレ
スによる高品質果
実生産。

・被覆しやすい園
地に改造する必要
がある。
・老木樹ではマル
チ被覆による品質
向上効果が期待で
きない。

シートマルチ園を
主体に、補助事業
等を活用して導入
を図る。

うんしゅう
みかん

シートマル
チ栽培の導
入

着色向上、
品質向上

熊本県 30% ○
土壌水分制御によ
り、品質向上、果実
の着色向上に寄与。

導入コストと労力
（特に傾斜地）を要
するため、全面積
の導入が難しい。

園地の改植と併せ
て基盤整備を進め、
効果のあがるシー
トマルチ栽培を推
進する。

うんしゅう
みかん

マルチ栽培
の導入

着色向上、
品質向上

大分県 10% ○
地温上昇を抑え、
果実の着色向上、
日焼け軽減に寄与。

・導入コストと労力
（特に傾斜地）を要
するため、効果があ
るからといって即導
入には繋がらない。
・園地条件（平地や
山間部等）に応じて
個別に被覆方法を
判断する必要。

効果と経済性の検
証するため、継続
調査を行い、普及
技術として検討。



－２９－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

うんしゅう
みかん

マ
ル
チ
栽
培

マルチ栽培
の導入

着色向上、
品質向上

宮崎県 5% ○
地温上昇を抑え、
果実の着色向上に
寄与する。

・導入コストと労力
（特に傾斜地）を要
する。
・園地条件（平地や
山間部等）に応じ
て個別に被覆時間
を判断する必要。

効果と経済性を検
証するため、継続
調査を行い、普及
技術として検討。

うんしゅう
みかん

植
調
剤
の
散
布

GP剤、ｶﾙｼ
ｳﾑ剤の散
布

浮皮の防止 静岡県
30～
50％

○ 浮皮の防止。
GP剤は、着色遅延
を伴う。

長期貯蔵(3月出
荷）産地を中心に
普及推進。

うんしゅう
みかん

ジベレリン・
プロヒドロ
ジャスモン
混用散布

浮皮軽減 和歌山県
1%未
満

1%未
満

1%未
満

○
これまでの浮皮軽
減技術より効果が
安定している。

浮皮軽減効果があ
る反面、使用条件
により着色遅延が
認められる場合が
ある。

使用方法のマニュ
アルが作成されて
おり、研修会等を
通じて散布時期・
濃度等を指導する。
さらに着色遅延等
の発生状況を把握
し、収穫時期の調
整などについて指
導する。

うんしゅう
みかん

浮皮軽減薬
剤の利用

浮皮軽減 広島県 70% 70% 全県 ○
カルシウム剤の3
回散布より，浮皮
の発生抑制に寄与。

3回散布は導入労
力（特に傾斜地）を
要するため，効果
があるが，普及拡
大に繋がりにくい。

普及技術として引
き続き，実施を呼
びかける。

うんしゅう
みかん

植調剤（フィ
ガロン乳剤）
の活用

浮皮軽減効
果

長崎県 20% 20% 28% ◎
・秋根伸長を抑制
し、吸水を阻害。
・浮皮発生を軽減。

樹勢低下を引き起
こしやすい。

他の植調剤（ｼﾞﾍﾞﾚ
ﾘﾝ+ｼﾞｬｽﾓﾝ酸）と合
わせて普及を図る。

うんしゅう
みかん

植調剤等の
散布

浮皮軽減 熊本県 5% ○
浮皮が軽減し、商
品化率向上に寄与。

散布時期が早く、
その年の生産状況
にあわせて散布の
要否を判断できな
い。

展示ほ等を活用し
て、農家への普及
を図る。

うんしゅう
みかん

樹冠上部摘果
後期重点摘果

日焼け果・
浮皮果の軽
減

愛媛県 35% 37% 22% ○

樹冠上部摘果は隔
年結果是正、樹勢
回復にも有効。後
期重点摘果は果実
品質向上に寄与。

樹冠上部摘果は夏
枝処理、後期重点
摘果は小玉果が問
題となる。

園地状況、着果状
況、樹勢状況に応
じた対応を図る。

うんしゅう
みかん

着色期の冷房除
湿

ハウスミカ
ンの着色促
進、浮皮軽
減

高知県 5% ○

6～7月収穫のハウ
スみかんにおいて、
冷房除湿により、
着色の促進、浮き
皮の軽減効果が見
込まれる。

ヒートポンプの有無、
ランニングコスト、
作型により導入が
一部に限られる。

成功事例を積み重
ね、普及を図って
いく。

モモ
秋季に尿素（200
～500倍）を葉面
散布

初期生育の
促進

岡山県
一部試
験的に
導入

一部試
験的に
導入

一部試
験的に
導入

○

秋季の葉色が濃く、
展葉後の葉色や初
期の果実肥大が促
進される。

初期生育促進効果
はあるが、成熟果
実への効果が明確
でない。

効果と経済性の検
証するため、継続
調査を行い、普及
技術として検討。

うめ 新梢の摘心処理 着果安定 和歌山県 5% ○

発育枝となる枝を
結果枝とすることで
収量増加、安定生
産に繋がる。

農繁期である4月
下旬、5月下旬に2
度摘心処理を行う
こと。また、電動バ
リカンを用いると省
力的であるが、初
期投資が必要であ
ること。

省力的な摘心処理
方法の開発・実証。

うめ

害
虫
の
防
除

改良型性
フェロモン剤
の集団設置

コスカシバ
被害樹の発
生軽減

和歌山県 35% 39% － ○

有効期間を延長し
た改良型性フェロ
モン剤の集団設置
により、被害樹の
発生軽減が見込ま
れる。

改良型性フェロモ
ン剤の集団的な設
置の継続、効果確
認。

改良型資材の集団
的な設置を継続し、
被害発生軽減効果
を実証。



－３０－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

うめ

害
虫
の
防
除

コスカシバ
被害園にお
ける残効の
長い新規殺
虫剤散布

秋季高温に
起因するコ
スカシバ発
生期間の長
期化による
被害の軽減

和歌山県 6% 6% － ○

被害樹からの新た
な虫糞発生が減少
し、樹勢低下を抑
制。

改良型性フェロモ
ン剤の地域全体で
の集団的設置と組
み合わせた取組が
必要。

栽培研修会の開催
等により、普及を図
る。

マンゴー 秋期夜冷
花芽分化促
進による収
量確保

宮崎県 30% 25% － ○

秋期高温時に新梢
の発生を抑制し、
花芽分化促進に効
果があるが、日照
不足で、枝の充実
が不十分な場合及
び秋季の気温が非
常に高い場合は効
果が低い。

ヒートポンプ導入の
経費が高く、資金
繰りに余裕のある
農家でないと導入
が困難である。

補助事業を活用し
たヒートポンプの導
入推進を図るととも
に、各地域での研
修会を通じ、活用
を推進する。

果樹
（全般）

凍霜害防止対策
の徹底

凍霜害の回
避

福島県 100% 100% － ◎

気象情報、生育情
報、技術対策情報
の提供により凍霜
害の防止に寄与。

放射性セシウム汚
染により剪定枝
チップが燃焼資材
として利用できない。
燃焼資材の確保と
価格コスト。

気象情報、生育情
報、技術情報をリ
アルタイムに提供
する。

果樹
・袋かけ
・かん水管理

果実障害の
防止

栃木県 － － － ○
試験結果に関する
情報提供中。

－
別の課題でも取組
中。

果樹

気温の低下に応
じた燃焼法、防
霜ファン、多目
的防災網の効果
的な組み合わせ

晩霜害対策 栃木県 － － － ◎
効果が認められて
いる。

防霜ファンの導入
コストがかかる。

試験を継続中。

果樹
施肥管理（堆肥
等）

紫変色枝枯
れ症防止

栃木県 － － － ○
試験結果に関する
情報提供中。

－ 対策を検討中。

トマト

散
水
・細
霧
冷
房

細霧冷房の
導入

着色向上、
品質向上、
着果の安定

栃木県 10% ○
気温上昇を抑え、
果実の着色向上、
収量向上に寄与。

細霧冷房は投資コ
ストが大きい割に、
使用頻度、時期が
限られる。

県内各地で実施し
ている研修会等を
通じ、効果などの
情報提供を実施。

トマト

細霧冷房、
循環扇、
パッド＆ファ
ン利用

作業環境の
改善、品質
改善

滋賀県 60% 60% － ○

施設内の温度抑制
により作業環境が
改善された。苗品
質は向上した。果
実品質については
判然としなかった。

対策が直接収益に
つながらないため、
導入スピードが遅
い。

次年度も研修会等
で指導する。

トマト
施設内散水
技術の活用

生育促進、
着果促進

兵庫県 約20a 約20a 約20a ○ 効果が認められる。
水質、立地等散水
に適した条件が限
られる。

研究成果のＰＲ、
現場への導入。

トマト

気化冷却を
利用した高
温抑制技術
（細霧冷房）

生育促進、
着果促進

兵庫県 約30a 約30a 約30a ○ 効果が認められる。
設備コストがかか
る。

研究成果のＰＲ、
現場への導入。

トマト
施設展帳部
の散水

施設内気温
の低下

鳥取県

ごくわ
ずか
（数戸
程度）

数％
程度

－ ◎

抑制作型のミニト
マト、中玉トマトで
一部の生産者が導
入しており、昇温抑
制効果は認識され
ている。

障害果の発生が減
少し、収量の向上
も期待されることか
ら、技術導入が期
待されるが、設置
労力、費用、散水
による遮光ネット、
被覆資材の汚れ付
着などのから普及
拡大の課題となっ
ている。

現地の取り組み事
例、効果を紹介し、
ミニトマトのみなら
ず、大玉トマト等へ
の普及も図る。



－３１－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の

目的
都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

トマト 遮
光
・遮
熱
資
材

ハウスの遮
光
（屋根部へ
のネット展
張、遮光剤
の塗布）

裂果の軽減 茨城県 90% 90% － ○

ハウス内気温の高
温抑制、強日射の
緩和により、裂果
軽減効果はあるが、
万全ではない。

遮光を強くすると空
洞果の増加や徒長
が生じる。

各種遮光資材の効
果比較（各地域で
現地で取り組み）。

トマト
遮光、遮熱
資材の導入

着果向上 千葉県 50% 40% － ○

概ね効果が認めら
れるが、気象条件
によって効果が認
められない年もあ
る。

資材の使用後に、
曇天が続くとマイナ
スの効果が出る。

継続してよりよい資
材の検討し、実用
化する。

トマト ヒートポンプ
着花向上、
裂果防止

静岡県 30% 30% － ◎
高夜温を抑え、除
湿による裂果を防
止。

電気代等のコスト
と品質向上による
収益向上等経済性
を考慮する必要が
ある。

試験研究機関の研
究課題として実施
するとともに、成果
を生産者に普及。

冬春ト
マト

地温低下マルチ
の導入

低段の着果
向上

岐阜県 33% 33% 33% ◎

地温低下と地面か
らの光反射により、
生育向上による着
果向上。

露地と異なり土壌
の乾燥が軽減され
るため、潅水量の
調整が必要。

継続推進。

冬春ト
マト

糖蜜による土壌
還元消毒

青枯病発生
の軽減

岐阜県 33% 33% 33% ◎

今までの太陽熱消
毒やフスマを用い
た土壌還元消毒よ
りも土壌深層部に
効果があるため、
発生はかなり少な
い。

散布の手間と価格。
毎年、続けて行うこ
とは難しい。

試験研究と新たな
技術導入を検討す
る。

トマト
裂果しにくい品
種への転換

裂果対策 滋賀県 15% 15% 10% ○ 秀品率の向上。
食味や食感にこだ
わる場合は導入さ
れないこともある。

特になし

白ねぎ
マルチ資材の活
用

盛夏時の生
育停滞雑草
の発生軽減

大分県
現地
実証
程度

○

マルチによる降温
効果が認められ、
増収、雑草抑制に
効果。

資材コスト、設置労
力が課題。

実証効果をふまえ
普及につなげる。

いちご 株元冷却

夏秋どり品
種における
収穫の連続
性確保、品
質維持対策

栃木県 － － － ○

・生産現場に導入
済み。
・平坦地中心に広
がりつつある。

・地下水温によって
効果に差が生じる。
・チューブにできる
結露により、病害
の発生が助長され
た事例がある。

生産現場（平坦地）
への導入推進。

いちご
育苗期の遮光資
材、マルチ資材
の変更

苗数の確保 滋賀県 80% 80% － ○
培地の温度抑制に
より苗数が確保で
きたところもあった。

コストの増加、効果
がない場合もある。

次年度も研修会等
で指導する。

いちご
紙ポットによる育
苗

育苗時の生
育不良対策

兵庫県 約1ha 約1ha 約1ha ◎
簡易で安価かつ効
果も高い。

多くのメーカーが商
品化しており、優良
な商品の選定が難
しくなってきた。

研究成果のＰＲ、
現場への導入。

レタス
反射強化マルチ
の導入

生育不良の
発生抑制

茨城県 10% 5% － ○

・秋どり栽培の８月
植えで慣行のマル
チより地温上昇の
抑制効果があり、
良品の発生が多く
なる。
・平年より気温が
極端に高くなるとき
は、生育が抑制さ
れることもある。

・慣行のマルチより
価格が高い。
・気温が低下したと
きに慣行のマルチ
より生育が遅れる。

作型及び品種を限
定して推進する。

ベニバ
ナイン
ゲン

白黒マルチの導
入

地温上昇に
伴う土壌病
害発病の抑
制

茨城県 70% ◎
地温上昇を抑え、
ベニバナインゲン
の安定生産に寄与。

土壌病害対策は普
及したが、高温に
伴う着莢不良の対
策が必要。

標高200m以上で
の作付を推進。



－３２－

品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の

目的
都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

キャベツ 底面吸水育苗
苗数確保、
苗品質向
上、省力化

滋賀県 30% 30% － ○
品質の良い苗が確
保できた、省力化
できた。

導入コスト。
法人等への導入支
援。

キャベツ
は種後段積み、
育苗期遮光

発芽率向
上、苗数確
保

滋賀県 90% 90% － ○
発芽率が向上し、
苗数が確保できた
ところもある。

涼しい段積み場所
の確保。

次年度も研修会等
で指導する。

ハクサイ
は種後段積み、
育苗期遮光

発芽率向
上、苗数確
保

滋賀県 50% 50% － ○
発芽率が向上し、
苗数が確保できた
ところもあった。

涼しい段積み場所
の確保

次年度も研修会等
で指導する。

なす
とうがらし

施設天上部のフ
ルオープン化

着果促進、
ボケナスの
防止

京都府 10% 5% － ○ 収量品質の向上。 導入コスト。
生産者への導入に
むけた啓発。

さやいん
げん

かん水
着果不良
の抑制

福島県 10% 10% － ○
草勢維持に効果が
認められる。

水の確保が困難な
地域がある。そうし
た地域には、協力
してかん水を行うよ
う呼びかけている。

引き続き、気象の
状況に応じて、高
温対策等の技術情
報をリアルタイムに
提供していく。

ピーマン

トマト
こねぎ
にら
他

遮光資材の活用
盛夏期の
暑熱対策

大分県

2割～
現地
実証
程度

○

品目により遮光率
は異なるが、夏秋
果菜類では5℃程
度の降温効果は現
場では確認されて
いる。

資材導入コスト（20
万/10a程度）、展
張及び台風時の除
去に要する労力が
課題。

気象条件（夏場の
高温の程度）で効
果が異なるため、
普及技術として検
討。

ピーマン

白ねぎ
品種の検討

盛夏時の
生育停滞
生理障害
の発生軽
減

大分県

ねぎ1割
ピーマ
ン実証
程度

○

ねぎの夏場高温期
の生育停滞、ピー
マンの尻ぐされ果
の発生低減効果は
確認。

ねぎは普及とあわ
せて,検討を継続、
ピーマンは今後普
及。

ねぎでは普及を進
めながら検討を継
続、ピーマンでは
今後普及予定。

園芸
遮光ネットの導
入

夏期の栽
培環境の
改善

福岡県
39戸

H24～
H27

○

ハウス内の温度上
昇を抑制し、品質
や収量への影響を
低減。

コストがかかるた
め、導入促進のた
めの継続邸な支援
が必要。

今後も引き続き、
導入を支援。

夏秋小ぎく
さし芽、植付け、
摘芯時期の調整

早期開花を
抑制し、盆
出荷のため
に実施

大阪府 30% ○
1～3週間程度の開
花遅延が実現。

栽培管理計画が確
立されていない。

電照利用による開
花遅対策も検討が
必要。

夏秋小ぎく
開花抑制剤の利
用

早期開花を
抑制し、盆
出荷の時
期合わせ
のために実
施

大阪府 10% ○
1～2週間程度の開
花遅延が実現。

品種によって本薬
剤の効果に差があ
る。

講習会での普及啓
発。

小ぎく 電照栽培
需要期出
荷率の向
上

岡山県
試験
的に
導入

一部
試験
的に
導入

一部
試験
的に
導入

○
需要期の出荷が安
定した。

電照に適応する品
種が限定される。

需要期出荷を安定
させる技術として推
進する。

小ギク
露地電照
開花液

開花調節 兵庫県 約60a 約61a － ◎ 効果が認められる。
設備、資材にコスト
がかかる。

事業成果のＰＲ、
現地への普及。

輪ギク

遮光資材（被覆
資材、白塗材）
の利用による降
温

奇形花の
抑制

島根県 50% 50% 5% ○
遮光白塗材による
施設内降温効果は
実感できる。

塗布に係る労力と
コスト。

特になし

輪ぎく
ヒートポンプ活
用による夜冷

品質向上・
開花遅延
防止

長崎県 8% 5% － ○

夜温を25℃以下に
抑制することにより、
夏秋輪ギクの奇形
花の発生抑制、開
花遅延防止による
品質向上、計画出
荷が見込まれる。

ヒートポンプの導入、
ランニングコストが
かかる。

生産技術として一
般技術となっており、
引き続き、働きか
けを実施。
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品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の

目的
都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

キク
夏秋黄色ギクの
品種転換

品質向上・
計画出荷

熊本県 10% ○

高温でも品質が良
く、開花期が遅延
せず計画的に出荷
できる。

登録品種(精の光
彩)であるため､種
苗費が高い｡また､
シェード施設が必
要である。

シェート装備がある
施設に「精の光彩」
を推進する。

キク
遮光資材の活用、
系統選抜

盛夏期の暑
熱対策、品
質向上

大分県

2割～
現地
実証
程度

○

施設や遮光資材に
より効果は異なる、
系統による差も大
きく現場では効果
が出る方策を随時
導入している。

資材導入コストが
課題。

気象条件（夏場の
高温の程度）で効
果が異なるため、
普及技術として検
討。

バラ ヒートポンプ
切花長、切
花中の増加

静岡県
50%
以上

50%
以上

－ ○
切花長、切花重の
増加による切花品
質の向上。

電気代等のコスト
と品質向上による
収益向上等経済性
を考慮する必要が
ある。

試験研究機関の研
究課題として実施
するとともに、成果
を生産者に普及。

バラ 夜間冷房
樹勢維持
品質向上

滋賀県 12% 12% 12% －

高温期の樹勢維持
と秋以降の収量確
保、品質維持をね
らって実施されて
いるが、思ったよう
な効果が得られて
いないという意見も
ある。

導入コストと光熱
費を要する。

特になし

バラ 外装カーテン
樹勢維持
品質向上

滋賀県 10% 10% 10% ○
温室内温度の上昇
を抑え、樹勢の維
持に寄与。

導入コストと台風
等荒天時の対策・
対応が必要となる。

特になし

バラ
ミスト設備の導
入

樹勢維持
品質向上

滋賀県 18% 18% 18% ○
温室内温度の上昇
を抑え、樹勢の維
持に寄与。

導入コストおよび
換気がしっかりでき
ていないと病害の
発生を助長する。

特になし

バラ 遮熱剤の塗布
樹勢維持
品質向上

滋賀県 4% 4% 4% ○
温室内温度の上昇
を抑え、樹勢の維
持に寄与。

毎年塗り直しが必
要なため、コストと
労力がかかる。

特になし

トルコギ
キョウ

かん水、遮光等
の管理技術の徹
底

早期開花の
防止、草丈
確保

福島県 100% ○
基本的な技術の励
行が一定の成果を
上げている。

水の確保が困難な
地域がある。

引き続き、気象の
状況に応じた技術
対策の情報をリア
ルタイムに提供し
ていく。

切り花ハ
ボタン

ハウス栽培では
サイドを全開に
して低温管理に
努める。

高温の回避 滋賀県 80% ○
ある程度は軽減で
きる。

切り花長の確保と
してはハウス栽培
は有効であるもの
の、換気だけでは
低温を維持できな
い。

ハウス栽培の換気
を徹底する。露地
栽培の技術確立に
より、露地栽培の
推進。

シクラメン
ヒートポンプによ
る夜冷

開花遅延防
止

島根県 5% ○
効果は期待できる
が、品種間差があ
る

・適応品種の確認
が必要
・ヒートポンプの導
入コスト

導入事例・試験結
果を研修会等を通
じ情報提供。

ユリ 夜冷栽培の挿入 品質向上 高知県 5% ○
年内出荷分切り花
品質の向上が見込
まれる。

天窓、サイド部の
自動開閉化。

活用事例を積み重
ね、普及を図って
いく。

茶 防霜施設導入

秋整枝後に
再萌芽した
芽に対する
霜害防止

大分県 15% 15% － ◎

再萌芽した芽が被
害にあうことなく、
収量品質が確保さ
れる。

全茶園での設置は、
ほ場条件によって
困難。

防霜施設が無い圃
場では、整枝時期
を春整枝にするな
ど、耕種的な対策
をとる。

茶
秋冬期（11-12
月）の防霜

冬芽の凍霜
害抑制

宮崎県 5% 5% － ◎
凍霜害をほぼ防止
できる。

防霜ファンを稼働さ
せるため電気代等
コストが増加する。

防霜ファン以外の
対策技術について
検討を予定。
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品目(畜
種)名

主な適応策
適応策の
目的

都道府
県名

実施状況
（およその面積等の割

合）

効 果
◎：高い
○：あり

効果に関する評価 普及上の課題 今後の予定・方針

H28 H27 H26

茶 かん水の実施
高温少雨に
よる生育抑
制の防止

静岡県 18% 18% － ○

夏季の高温干ばつ
時にかん水するこ
とで三番茶芽の生
育抑制を軽減する。

県茶園面積
17,800haの内、給
水栓整備済茶園は
約3,200ha（18％）、
スプリンクラー設置
済茶園は約630ha
（4％）であり、その
他茶園は手かん水
となるため、かん水
作業の省力化が課
題。

かん水以外の高温
少雨対策（夏季被
覆）について現在
研究中。

さとうきび
水管理の徹底
（かん水励行）

生育量の確
保

沖縄県 100% 100% 100% ○

夏期の少雨傾向に
向け、生産者等へ
早期のかん水を周
知することにより、
生育旺盛期の生長
量を確保すること
で、県内生産量の
減少を低減できる
ことが期待される。

水源の確保、かん
水労力、資材等の
コスト低減化及び、
かん水による生産
量確保効果への生
産者の理解を得る
ことが難しい。

農業研究センター
の調査により、特
に梅雨明け後のか
ん水が効果的であ
るとのことから、引
き続き、生産者へ
のかん水の周知を
行う。

養蚕
送風・換気の促

進

不結繭蚕、
繭中斃蚕発
生防止

群馬県 100% 100% － ○
飼育環境改善には
一定の効果がある。

近年の高温は、飼
育室の送風・換気
対策のみでは対応
しきれない。飼育
時期、品種育成の
検討が必要。

初秋蚕期の飼育を
縮小し、初冬蚕期
への移行を推進す
る。

乳用牛
牛体への直接送
風

繁殖成績の
向上、乳量
の確保

富山県 90% ○

高温時の乾物摂取
量の低下が抑制さ
れ、乳量の低下抑
制に効果（細霧と
の併用がより効果
的）。

牛舎構造に応じた
最適な設置場所や
台数、稼働時間の
検討が必要。

継続

乳用牛 ダクト細霧冷却
乳量減の回
避

愛媛県 15% 15% 15% ○
極端な夏場の乳量
減を防止する効果
あり。

フリーストールなど
規模の大きな飼養
体系には適用が困
難。

県内酪農家の約
15％（戸数）が導入
済みであるが、引
き続き技術の普及
推進に取り組む。

乳用牛
ヒートストレス
メータ－（THI）の
活用

暑熱環境の
改善

宮崎県
概ね
100％

○

経験や勘による暑
熱対策からメー
ターによる適切な
環境改善が可能と
なる。

THIによる自動化シ
ステムを普及する
必要がある。

PR・普及に努める。

畜産
全般

扇風機、ポリダ
クト、負圧換気

換気・送風
による防暑
対策

長野県 80% 80% 80% ○ 一般的な対策
導入コストがかか
る。

リース事業等を活
用した推進。

酪農
トンネル換気シ
ステム

牛舎の暑熱
対策

兵庫県 25% 25% － ◎

牛舎環境を改善す
ることで、乳牛の夏
期生産性を落とさ
ないことが可能。

畜舎の構造によっ
て、初期投資が変
わってくる。既存の
換気扇を移動する
ことでも可能。気密
性がとりやすく、天
井が低い牛舎では
取り組みやすい。

できそうな施設に対
して、個別に対応。

畜産
換気扇、細霧装
置、断熱材の導
入

生産性低下
防止

福岡県
75戸

H21～
H27

○

畜舎内の気温の上
昇を抑制すること
で、夏季の産乳量
などへの影響を低
減。

導入を促進するた
め、コストの負担軽
減を目的に助成。

継続的に導入促進。
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③ 適応策の関連予算
各都道府県における地球温暖化適応策関連予算について、29年度予算

(当初)を中心に紹介する。

都道府
県名

事 業 名 事業実施予定
予算額
（千円）

事業実施主体
補助
率

主な事業内容 問い合わせ先

北海道
温暖化条件における優
良草地の維持対策調査

H21～30年度
（10年事業）

780
（H29年度当初）

地方独立行政
法人北海道立
総合研究機構
農業研究本部

－
釧路管内採草地の植生実態と植生
悪化に及ぼす要因を明らかにする。

農政部
技術普及課

011-204-5380

青森県
あおもり米競争力強化事
業

H27～29年度
1,076

（H29年度当初）
県 －

・省力・低コスト稲作の推進
・気象変動に対応した品質向上対
策連絡会議の開催等

農林水産部
農産園芸課

017-734-9480

青森県
野菜等産地強化総合対
策事業

H27～29年度
24,000

（H29年度当初）

市町村、ＪＡ、
営農集団、農
業法人、認定
農業者、認定
新規就農者

1/4

気象変動等に対応した産地体制を
整備するため、安定生産、高品質化、
省力化に向けた機械やパイプハウ
ス等の施設などの導入支援

農林水産部
農産園芸課

017-734-9485

青森県
青森りんご生産力強化実
践運動推進事業

H29～31年度
4,034の内数

(H29年度当初)
県 －

気象変動に対応した黒星病徹底防
除、省力・低コスト及び商品力アップ
に向けた適正管理の推進

農林水産部
りんご果樹課
017-734-9492

青森県
気象変動に対応した持続
的なりんごの高品質安定
生産技術に関する研究

H26～30年度
（５年研究）

1,490
（H29年度当初）

（地独）青森県産
業技術センター
りんご研究所

－
地球温暖化による気象変動に起因
する日焼けや着色不良などの諸問
題を解決する。

(地独）青森県産
業技術センター
りんご研究所

0172-52-2331

青森県
りんごの安定生産を阻害
する病害虫の新防除技
術の研究

H26～30年度
(５年研究)

1,731
(H29年度当初)

(地独)青森県産
業技術センター
りんご研究所

－
暖地型病害とされる輪紋病や炭疽
病について、発生生態、防除に有効
な薬剤などを明らかにする。

(地独）青森県産
業技術センター
りんご研究所

0172-52-2331

青森県
特性が優れ安定栽培可
能な水稲新品種の開発
に関する研究

H26～30年度
(５年研究)

7,982
(H29年度当初)

（地独）青森県産
業技術センター
農林総合研究所

－

特性が優れ、安定栽培が可能な、
良食味、高付加価値米等の水稲品
種を育成する本事業により、高温耐
性の強化も図る。

（地独）青森県産
業技術センター
農林総合研究所

0172-52-4312

秋田県
稲作技術指導体制強化
事業

Ｈ27～29年度
500

(H29年度当初)
農業試験場 － 気象対応栽培技術試験の実施

農林水産部
水田総合利用課
018-860-1786

秋田県
次代を担う
秋田米新品種開発事業

Ｈ26～30年度
16,078

（H29年度当初）
農業試験場 －

コシヒカリを超える極良食味品種開
発事業の一環として、高温登熟耐性
検定を実施。

農林水産部
農林政策課

018-860-1761

秋田県
ハイクオリティ産地拡大
事業

Ｈ26～29年度
（４年事業）

4,500
（H29年度当初）

市町村 1/3
温暖化に対応した生産施設の導入
支援

農林水産部
園芸振興課

018-860-1804

秋田県
豪雪・凍害回避型果樹産
地転換促進事業

Ｈ26～29年度
（４年事業）

1,976
（H29年度当初）

市町村 1/3
豪雪被害回避に向けた生産施設及
び除雪機の導入支援

農林水産部
園芸振興課

018-860-1804

秋田県
豪雪・凍害回避型果樹産
地転換促進事業

Ｈ26～29年度
（４年事業）

1,581
（H29年度当初）

果樹試験場
地域振興局

－
雪害、凍害回避技術の確立と技術
の実証展示

農林水産部
園芸振興課

018-860-1804

山形県
地球温暖化対応プロジェ
クト総合戦略事業費

Ｈ27～31年度
（５年事業）

11,839
（Ｈ28年度2月

補正後）

山形県農業総合
研究センター
水産試験場

内水面水産試験
場

庄内産地研究室
置賜産地研究室

－

温暖化に適応した常緑果樹や暖地
型品目・牧草の適応性の検討や、り
んごの高温適応性品種の開発、水
稲・果樹の気象変動対応技術の開
発、夏季高温期に対応した飼料給
与技術開発や畜産クロマグロ漁場
調査など、１１課題および温暖化影
響モニタリング調査、アドバイザー
経費など。

農業技術環境課
023-630-2440

山形県
地球温暖化対応プロジェ
クト総合戦略事業費

Ｈ27～31年度
（５年事業）

11,989
（Ｈ29年度当初）

山形県農業総合
研究センター
水産試験場

内水面水産試験
場

庄内産地研究室
置賜産地研究室

－

温暖化に適応した常緑果樹や暖地
型品目・牧草の適応性の検討や、り
んごの高温適応性品種の開発、水
稲・果樹の気象変動対応技術の開
発、夏季高温期に対応した飼料給
与技術開発や畜産クロマグロ漁場
調査など、１１課題および温暖化影
響モニタリング調査、アドバイザー
経費など。

農業技術環境課
023-630-2440
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都道府
県名

事 業 名 事業実施予定
予算額
（千円）

事業実施主体
補助
率

主な事業内容 問い合わせ先

群馬県
気象災害対策強化普及
推進

Ｈ27～Ｈ29年度
（３年事業）

916
（Ｈ29年度当初）

群馬県 －
気象災害に強い施設ハウスの理解
推進・栽培技術の普及

農政部
技術支援課

027-226-3062

群馬県
地球温暖化に適応した技
術開発・実証事業

Ｈ27～31年度
2,219

（Ｈ29年度当初）

群馬県
農業技術セン

ター
－

夏の高温など現場で問題になって
いる地球温暖化に適応する技術開
発など計5課題実施中。

農政部農政課
027-226-3028

群馬県
高温強健性蚕品種の育
成

H26～29年度
1,205

（Ｈ29年度当初）

群馬県
蚕糸技術セン

ター
－

保存原種を掛け合わせて育成した、
高温飼育環境に強い蚕品種につい
て、飼育・繰糸試験を実施し実用化
を図る。

農政部農政課
027-226-3028

群馬県
気象災害対策強化普及
推進

H29～31年度
（3年事業）

3,795
（H29年度当初）

群馬県
畜産試験場

－
豚の高い遺伝的能力を発揮できる
暑熱環境下の飼料給与方法を開発
する。

農政部農政課
027-226-3028

埼玉県 水稲高温対策特別事業 Ｈ23～32年度
10,611

（29年度当初）
県 －

高温登熟性に優れた新品種の育成
及び指導者向け品質向上対策、講
習会の実施、生産現場における技
術対策の普及指導までの総合的な
対策を実施する。

農林部
農業政策課

048-830-4035

千葉県
千葉県の新たな時代を切
り開くオリジナル品種の
開発・定着促進事業

H29～33年度
9,400

(H29年度当初
予算）

千葉県 －
環境の変化に打ち勝つ品種や高品
質で特徴ある品種の開発を進める

千葉県
農林水産部
担い手支援課

043-223-2907

千葉県
露地野菜の経営規模拡
大に向けた輪作体型の
確立

H26～30年度
8,586

（Ｈ29年度当初
予算）

千葉県 －
気候変動等による土壌病害虫の多
発など連作障害回避のための技術
開発を進める

千葉県
農林水産部
担い手支援課

043-223-2907

神奈川
県

地球温暖化適応策調査
研究費

H28～30年度
（３年事業）

1,183
(H29年度当初)

神奈川県農業
技術センター

－
イチゴの局所冷却技術の確立やウ
ンシュウミカンの浮皮軽減対策技術
の確立など計５課題を実施。

農政部農政課
045-210-4414    

山梨県
温暖化の進行に適応す
る畜産の生産安定技術
の開発事業

H26～29年度
（４年事業）

2,100
(H29年度当初)

山梨県
畜産試験場

定額
夏期における採卵鶏の産卵率及び
卵質の低下を防止する技術を、飼
料栄養の調整等により開発する。

農政部
農業技術課

055-223-1618

山梨県
家畜ふん尿の処理から
の悪臭低減技術の高度
化事業

H27～H29年度
（３年事業）

2,100
(H29年度当初)

山梨県
畜産試験場

定額
豚ふん尿堆肥化時に発生するガス
を低減する技術を、飼料栄養等の
調整により開発する。

農政部
農業技術課

055-223-1618

山梨県
高越夏性ペレニアルライ
グラス品種の育成

H26～29年度
（４年事業）

105
（Ｈ29年度当初）

山梨県
酪農試験場

定額
越夏性に優れるペレニアルライグラ
スの新系統「東北7号PR」の品種登
録に向けた地域適応性試験を行う。

農政部
農業技術課

055-223-1618

山梨県
高越夏性ペレニアルライ
グラス品種の放牧実証

H28～31年度
（４年事業）

378
（Ｈ29年度当初）

山梨県
酪農試験場

定額
越夏性に優れるペレニアルライグラ
スの新系統「東北7号PR」を用いて、
繁殖農家で放牧実証を行う。

農政部
農業技術課

055-223-1618

山梨県
農林水産業・食品産業科
学技術研究推進事業

H26～30年度
（５年事業）

2,100
（H29年度当初）

山梨県
果樹試験場
（研究コンソー
シアム構成員）

定額

研究課題名「地域資源を活かし、気
象変動に対応したブドウ新品種の
早期育成と気象変動影響評価」の
中で、地球温暖化にも対応した醸造
用ブドウ新品種の開発中

農政部
農業技術課

055-223-1618

長野県
地球温暖化に関わるプロ
ジェクト研究

H26～29年度
（４年事業）

4,449
(H29年度当初)

県試験場 －
温暖化により生ずる農畜産物の障
害発生要因の解明と、対応技術開
発

長野県
農業試験場
企画経営部

026-246-2411

長野県
園芸農業所得向上緊急
支援事業のうちリンゴ該
当部分（当初予算）

H29年度
1,217

(H29年度当初)
果樹振興団体、
りんご生産者

－
りんご「つがる」の着色不良地帯に
おいて、着色のよい県育成品種を
緊急的に更新する。

農政部
園芸畜産課

026-235-7227

石川県 水稲新品種育成研究 H3年度～
8524

（H29年度当初）
県 －

高温登熟性等に優れた品種を育成
する。

石川県
農林水産部
生産流通課

076-225-1622

福井県
福井発の五ツ星ブランド
水稲新品種の育成

H23～29年度
（７年事業）

4,437
（Ｈ29年度当初）

福井県
農業試験場

－

福井県の気候条件下で、最も美味
しく、品質の良い次世代水稲品種を
育成し、全国に誇れる福井発全国
ブランド品種とする。

福井県農業試
験場

0776-54-5100
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岐阜県 播種指導運営事業費 S47年度～
1,600の内数
（Ｈ29年度当

初）
県 －

水稲の高温耐性品種について、奨
励品種決定調査を実施

農産園芸課
058-272-8439

岐阜県
県産米競争力強化推進
事業費

H26年度～
7,050

（Ｈ29年度当初）
県 －

米の食味ランキング「特Ａ」獲得に向
けた栽培条件の検証 等

農産園芸課
058-272-8439

岐阜県
元気な農業産地構造改
革支援事業費補助金

H25年度～
420,000内数

(H29年度当初)
農業者等の組
織する団体等

1/4 遮光ネット施設等の導入助成
農産園芸課

058-272-8435

滋賀県
農業・水産業温暖化対策
推進事業

H23～42年度
113

(H29年度当初)
県 －

「滋賀県低炭素社会づくり推進計
画」や「滋賀県農業・水産業基本計
画」に基づく対策を総合的・計画的
に推進するため推進会議や技術研
修会等を開催する。

農政水産部
農政課

077-528-3812

滋賀県

みんなが育てる「みずか
がみ」ブランド支援事業
（「みずかがみ」産地づくり支
援事業費補助金、「みずか
がみプレミアム集荷支援事
業費補助金」）

H28～H30年度
5,414

(H29年度当初)
JA、集荷業者

1/2
定額

高温に強い水稲品種「みずかがみ」
の品質や食味の高位安定化に向け、
生産者組織が行う研修や品質管理
活動等を支援。

農政水産部
農業経営課

077-528-3832

滋賀県
大豆跡向き良食味水稲
品種の開発

H28～H30年度
1,115

(H29年度当初)

滋賀県
農業技術振興

センター
－

チッソ成分が発現しやすい大豆跡
ほ場においても安定して良食味で
生産できる水稲品種を開発する。

農業技術振興
センター

0748-46-3084

滋賀県

乳用牛ベストパフォーマ
ンス実現支援事業
（「暑熱ストレス低減支援
補助金）

H28～H30年度
2,000

(H29年度当初)
生産者

1/3以
内

高温期の暑熱ストレスを低減するた
めの取組を支援。

農政水産部
畜産課

077-528-3855

兵庫県
兵庫米づくり推進対策事
業

H28～H32年度
3,566

（H29年度当初）
兵庫県 10/10

温暖化等に対応した品質改善技術
（品種・栽培方法）の確立・普及など
栽培技術等による品質向上

農産園芸課
078-362-3494

兵庫県 採種管理等事業 S27年度～
920

（H29年度当初）
兵庫県 10/10

県下の気象条件等に応じた優良な
品種の決定

農産園芸課
078-362-3494

奈良県
産地間競争に打ち勝つ
キク品種の育成

H26～30年度
（５年事業）

550千円
（H29年度当初）

奈良県
農業研究開発

センター
－

気象変動に左右されない安定した
開花特性を持つ小ギク品種の育成

奈良県農業研
究開発センター
0744-47-4491

和歌山
県

水稲奨励品種決定調査
事業

継続
2,877

（H29年度当初）
和歌山県
農業試験場

－
高温登熟性に優れた水稲品種の選
定

和歌山県
農業試験場

0736-64-2300

和歌山
県

農林水産基礎研究事業
有用形質の早期選抜技
術の活用等

H28～32年度
（5年事業）

2,408
（Ｈ29年度当初）

和歌山県
果樹試験場
うめ研究所

－ 乾燥ストレスに強い品種の育成
果樹試験場
うめ研究所

0739-74-3780

鳥取県
先端的農林水産試験研
究推進強化事業

H29年度
0

（Ｈ29当初）
*関連項目のみ

農林水産部農業
振興戦略監とっ
とり農業戦略課

－
大学、気象台等と連携して温暖化対
応研究会を開催して作物への影響
及び要因等を継続して解析する。

農林水産部農業
振興戦略監とっ
とり農業戦略課

0857-26-7388

鳥取県 水稲新品種育成試験 S43年度～
1,712

（Ｈ29当初）
農業試験場 －

地球温暖化に対応した高温登熟性
に優れた品種で、良食味、高品質、
耐病性等優良な特徴を有する品種
を育成する。

農業試験場
作物研究室

0857-53-0721

鳥取県
きぬむすめの等級・食味
の高位安定化栽培技術
の確立

H27～29年度
（３年事業）

1,918
（H29当初）

農業試験場 －

夏期高温条件でも食味の優れる‘き
ぬむすめ’の市場評価の維持・向上
を通じて生産者の所得向上を目指
して、等級・食味の高位安定化を図
る栽培管理技術の構築を目指す。

農業試験場
作物研究室

0857-53-0721

鳥取県
ナシの気候変動に対する
適応技術の確立

H26～30年度
（５年事業）

2,258
（H29当初）

園芸試験場 －

鳥取特産のニホンナシにおいて春、
秋期の高温による晩霜害や夏期の
高温による果肉障害が増加傾向で
あり、これらに対処する技術を確立
する

園芸試験場
0858-37-4211
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島根県
温暖化対応新品種導入
事業

H28～H29年度
6,194

（Ｈ29年度当初）
島根県 －

高温登熟性に優れた「つや姫」等の
新品種導入・普及、高品質・良食味
米の安定生産技術の確立を目指し、
試験研究と現地実証を一体的に推
進

農林水産部
農産園芸課

0852-22-5129

岡山県
農林水産分野における温
暖化対策研究強化事業

Ｈ29～33年度
（５年事業）

1,985
（Ｈ29年度当初）

岡山県農林
水産総合セ

ンター
農業研究所

－

気象変動に強い地域適応性水稲品
種の選定のほか、温暖化に起因す
る果樹類生育障害の対策技術の現
地実証、夏秋雨除けトマト栽培にお
ける秋期増収技術の開発の３課題
の研究開発を進める。

農林水産総合
センター産学連

携推進課
086-955-0273

広島県

米生産者及び酒造業者
の競争力強化につながる
高温登熟障害に強い多
収穫酒造好適米の開発

H27～33年度
（7年事業）

1,800
（H29年度当初）

広島県立総
合技術研究

所
－

高温下で登熟しても溶解性に優れ
る多収の酒造好適米の育成

総務局
研究開発課

082-513-2427

山口県 地域農業研究事業 H29年度
4,514の内数

(H29年度当初)

山口県農林
総合技術セ

ンター
－

温暖化に対応した水稲、果樹等の
栽培技術の開発

農林水産部
農業振興課

083-933-3366

徳島県
農業試験研究費（新規需
要米に対応した水稲の多
収栽培の確立）

H27～29年度
3,432の内数

(H29年度当初)
徳島県農産
園芸研究課

－
多収専用品種のうち，本県の栽培
環境に適した品種を選定するととも
に，低コスト栽培技術の確立を図る。

農産園芸研究
課

088-674-1944

徳島県
レンコン新品種「阿波白
秀」の早期出荷作型向け
栽培技術の確立

H29～31年度
14,403の内数
(H29年度当初)

徳島県農産
園芸研究課

－
夏台風の被害軽減を目的とした早
生性の新品種の育成を行うとともに，
新品種の普及を図る。

農産園芸研究
課

088-674-1944

徳島県

農林水産物の増産や販
売力強化を支える研究開
発事業（「阿波牛」採卵成
績UP！飼養管理技術の
確立）

H27～29年度
14,403の内数
(H29年度当初)

徳島県
畜産研究課

－
採卵成績の安定に向けた供卵牛の
飼養管理技術の確立を図る。

畜産研究課
088-694-2023

徳島県

畜産研究費（不耕起栽培
を利用した暖地２年５作
体系による飼料増産技術
の開発）

H27～31年度
1,850

(H29年度当初)
徳島県

畜産研究課
－

不耕起栽培を利用し，慣行の二毛
作より省力的で，栄養収量が多い２
年５作体系を開発する。

畜産研究課
088-694-2012

徳島県
機能性飼料を活用した暑
熱ストレス軽減技術の開
発

H28～30年度
3,500

（H29年度当初）
徳島県

畜産研究課
－

採食量低下を補う効率的なエネル
ギー補充技術、地域未利用資源を
活用した酸化ストレス軽減技術につ
いて検討し、暑熱による生産性の低
下を軽減する。

畜産研究課
088-694-2023

愛媛県
えひめ型水田フル活用促
進事業
（当初予算）

H27～30年度
（４年事業）

41,000の内数
（Ｈ２９年度）

県普及機関
県農林水産
研究所

－
生産者米価低迷や温暖化に対応し
た水稲有望系統の現地実証

農林水産部
農産園芸課

089-912-2568

愛媛県
南柑20号浮皮軽減技術
開発試験

H29～33年度
（５年事業）

1,500
(H29年度当初)

県農林水産
研究所みか
ん研究所

－
植物生育調節剤や結実管理技術を
活用して、温暖化に対応した浮皮軽
減技術を体系化する。

農林水産部
農産園芸課

089-912-2559

福岡県
ふくおかの畜産競争力強
化対策事業(収益性確保
対策)

H27～29年度
（３年事業）

11,620
（Ｈ29年度当初）

畜産農家、
生産者団体

等
1/3

省エネ型換気扇や断熱屋根の導入
支援

農林水産部
畜産課

092-643-3496

福岡県
活力ある高収益型園芸
産地育成事業

H27～31年度
（５年事業）

1,450,000
の内数

（Ｈ29年度当初）

営農集団
認定農業者

1/3以
内

施設園芸における高温期の栽培環
境の改善を図るために必要な資材
の導入支援
※24年度から夏期の高温対策メ
ニューを追加

園芸振興課
野菜係

092-643-3488

佐賀県
さがの米・麦・大豆競争
力強化対策事業

H21～30年度
53,948の内数
(H29年度当初)

農業者が組
織する団体、

農協

推進費
の1/2を
補助

高温に強い水稲品種「さがびより」
の栽培研修会の開催や、近年、温
暖化等で収量・品質の低下に対応
するための栽培技術確立実証ほの
設置などの活動を支援

農産課
0952-25-7117

佐賀県
米･麦・大豆競争力強化
対策推進事業（佐賀米高
品質化推進事業）

H5年度～
7,380の内数

(H29年度当初)
県 －

地球温暖化に伴い多発するトビイロ
ウンカ等に強い耐虫性水稲品種の
開発

農産課
0952-25-7117
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佐賀県
カンキツの生理障害軽減
のための肥培管理改善
技術の確立

H25～29年度
574

（Ｈ29年度当初）
佐賀県

果樹試験場
－

カルシウムを主体とした樹体栄養改
善による「日焼け果」、「浮き皮果」
等の発生防止技術を開発する。

園芸課
0952-25-7119

佐賀県
ブドウ「シャインマスカッ
ト」の収量3tを目指した栽
培体系の開発

H28～32年度
1,140

（Ｈ29年度当初）
佐賀県

果樹試験場
－

シャインマスカットを中心とした黄緑
系品種の特性を生かし、単収3ｔ以
上を目指した栽培技術を開発する。

園芸課
0952-25-7119

佐賀県
飼料用米及びムギと茶葉
を組み合わせた肥育豚
の暑熱対策技術の開発

Ｈ22～31年度
6,080

（Ｈ29年度当初）
佐賀県

畜産試験場
－

飼料用米や麦の栄養特性と製茶残
渣等の低利用資源を有効に活用し
て肥育豚の暑熱ストレス低減技術を
開発する。

畜産課
0952-25-7121

長崎県
儲かるながさき水田経営
育成支援事業（当初予
算）

H28～32年度
（５年事業）

20,566の内数
(H29年度当初)

農協、生産組織
1/3
1/2

儲かるながさき水田経営計画（産地
計画）に基づく高温耐性品種の生産
拡大、食味向上等を支援

農林部
農産園芸課

095-895-2943

長崎県
未来を創る園芸産地支
援事業

H28～32年度
（５年事業）

126,127の内数
（H29年度当初）

農協、生産組織 1/3
気象変動対策として、昇温抑制資材、
設備等の導入を支援

農林部
農産園芸課

095-895-2945

大分県
水田作物高付加価値化
産地づくり事業

H29～31年度
（３年事業）

1,000
（H29年度当初）

農業団体 1/2
高温耐性品種「つや姫」の産地力強
化や知名度向上に向けた取組支援

農林水産部
農地活用・集落

営農課
097-506-3596

宮崎県
気候変動適応研究推進
事業

H26～29年度
（３年事業）

285
（H29年度当初）

宮崎県総合農
業試験場(農水
産業地球温暖
化研究ｾﾝﾀｰ)

－

総合農業試験場に設置している「県
農水産業地球温暖化研究センター」
を核とした、地球温暖化に伴う極端
気象の増加にも対応した技術開発
の推進

宮崎県総合農
業試験場

企画情報室
0985-73-7063

宮崎県
温暖化対応品種の選定
と生理障害への対策技
術の確立

H26～30年度
（５年事業）

705
（H29年度当初）

宮崎県総合農
業試験場

－

近年の地球温暖化によると考えら
れる果実の着色不良や結果枝の二
次伸長等、現場の課題について検
討し、対策技術を確立する。

宮崎県総合農
業試験場
果樹部

0985-73-7099

宮崎県
花き経営安定のための
宮崎型栽培技術の開発

H28～30年度
（３年事業）

2,188
（H29年度当初）

宮崎県総合農
業試験場

－

日本一の生産量を誇るスイートピー
や需要の多いダリアは、近年の温
暖化により育苗や生育が不安定に
なっているため、安定栽培技術及び
種苗安定生産技術等を開発する。

宮崎県総合農
業試験場
花き部

0985-73-7094

宮崎県
飼料作物優良品種選定
試験

S57年度～
1，201

（H29年度当初）
宮崎県畜産試

験場
－

国内で市販されている飼料作物の
品種のうち、気候適応性等の有望
な品種について、本県おける適応性
を検討し、奨励品種選定を行う。

宮崎県
畜産試験場

0984-42-1122

鹿児島県
地球温暖化を利用した農
業生産技術等の研究･開
発

H25～29年度
（県単）

4,550
（H29年度当初）

鹿児島県農業
開発総合セン

ター
－

冬季の温暖化を利用した露地野菜
の作期拡大，ブドウの低コスト早期
出荷技術による作期拡大，燃料使
用量削減技術

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
暖地向きキクの優良品種
育成試験

H2年度～
（県単）

862
（H29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

省力低コスト栽培に適した輪ギク等
の品種を育成する。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
奄美地域の露地ギク新
品種育成

H17年度～
（県単）

813
（H29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

奄美地域に適応したスプレーギク等
の品種を育成する。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
トロピカルフルーツ・戦略
的新商材の探索

H26～30年度
（県単）

1,059
（H29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

温暖な気候を生かしたトロピカルフ
ルーツを，本県果樹産業の「攻め」
の品目に育成する。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
温暖化等の気候変動に
適応した稲の育種素材開
発の効率化

H27～31年度
（公募型）

2,250
（Ｈ29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

温暖化条件で安定的に生産力を発
揮し，品質を維持するために必要な
玄米形質を特定するとともに，開花
期の高温による不稔発生の生理生
態的解明と回避技術を開発する。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
普通期水稲新品種育成
試験

H８年度～
（県単）

1,629の内数
（H29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

耐倒伏性，収量性，高温登熟性に
優れる極良食味水稲品種を育成す
る。

経営技術課
099-286-3146
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鹿児島県

カンキツグリーニング病
の省力多量検定技術及
びより環境に配慮したミカ
ンキジラミ防除技術の開
発・実証

H27～29年度
（公募型）

7,000
（Ｈ29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

新たに開発された新プライマー・簡
易抽出器具及び人工培養技術を用
いたグリーニング病のより省力的で
確度が高く，多量に処理できる診断
技術を開発・実証するとともに，より
環境に配慮したミカンキジラミ防除
技術を開発・実証し，早期根絶を加
速化させる。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県

ニホンナシの発芽不良等
を防止するための樹体栄
養に基づく施肥改善技術
の開発

H27～31年度
（公募型）

1,700
（Ｈ29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

これまでのニホンナシ施肥体系の
改善や土壌改良により発芽不良の
軽減が可能となる温暖化適応技術
を開発する。また，土壌炭素の動態
を把握し，土壌炭素蓄積による温暖
化緩和技術を開発する。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
鹿児島県に適し地域特
性が生かせるビワ・ブド
ウの育種・選定

H26～30年度
（公募型）

1,581
（Ｈ29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

農研機構や他県が育成したビワ・ブ
ドウの新品種について，鹿児島県で
の品種及び栽培特性を明らかにし，
本県の暖地特性を生かし，消費者
ニーズに合致する商品性の高い果
実生産により本県果樹産地強化に
資する。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
農地土壌温室効果ガス
排出量算定基礎調査事
業（農地管理実態調査）

H25～32年度
（公募型）

1,472
（Ｈ29年度当初）

鹿児島県
農業開発総合

センター
－

「農地土壌における炭素貯留」は新
たな二酸化炭素の吸収源対策とし
て位置づけられようとしている。農水
省が実施するそのための基礎調査
事業に参加し，土壌管理実態調査
（土壌調査とアンケート調査）を行う。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県

農地土壌温室効果ガス
排出量調査事業～一酸
化二窒素削減のための
農地管理技術の検証～

H29～32年度
（公募型）

1,500
(H29年度当初)

鹿児島県農業
開発総合セン

ター
－

本事業は，農地土壌由来の温室効
果ガスの排出削減策として有用と考
えられる技術について排出量の検
証を実施するものであり，本県では，
畑において二酸化炭素の265倍の
温室効果をもつ一酸化二窒素排出
抑制効果の高い施肥法を検証する。

経営技術課
099-286-3146

鹿児島県
多様なかごしまの米づく
り推進事業

H26～29年度
（４年事業）

1,398の内数
(H29年度当初)

県，県米・麦等
対策協議会

定額

登熟期の高温障害を回避できる普
通期水稲品種「あきほなみ」及び高
温耐性品種「なつほのか」の普及・
拡大

農産園芸課
099-286-3197

沖縄県
気候変動対応型果樹農
業技術開発事業

H25～H30年度
（6年事業）

59,094
（H29年度当初）

沖縄県農業
研究センター

80%
気候変動に対応した果樹品種の育
成、栽培技術の確立など。

農業研究セン
ター名護支所
0980-52-2811

沖縄県
気候変動対応型果樹農
業技術開発事業

H25～H30年度
（6年事業）

43,030
（H28年度補正）

沖縄県農業
研究センター

80%
気候変動に対応した果樹品種の育
成、栽培技術の確立など。

農業研究セン
ター名護支所
0980-52-2811


